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は　じ　め　に

　2009 年 4 月より施行された保育所保育方針で

は，保育保健のさらなる質の向上のために新たな

提言が加わった．とりわけ，健康・安全対策に関

しては，保育園全体で組織的に取り組み，しかも

地域ぐるみの密接な連携の下に運営する方向で動

き始めた．

　2009 年 8 月に「保育所における感染症対策ガイ

ドライン」が発表され，具体的に各保育園では健

康安全対策の組織を作り，さらに地域における支

援体制の整備が望まれている．

　集団保育の場において子どもを預ける親の関心

事は，子どもの安全と健康が保障されているとい

うことである．乳幼児期は，母親から受け継いだ

免疫が薄れる一方で，活動範囲も広がってくるた

め，さまざまな感染症にかかりやすい時期といえ

る．しかも，多数の乳幼児が集団で生活する場で

は，万が一，小児感染症が起こった場合には集団

感染の危険性があることは否めない．

　今回，われわれが実施した保育園に対するアン

ケート調査結果，保育園児の耐性菌動向調査など

から幼稚園・保育園における感染症対策の実態と

課題を明確にし，登園基準の考え方，予防接種の

推奨，サーベイランス情報の重要性について，医

療，行政がどのようにかかわっていくのか，私見

を交えながら提言する．

Ⅰ．保育園における感染症対策の考え方

　1 ．日本における保育園利用率

　2010 年 4 月の保育園の定員は 2,158,000 人で，

この 1 年の増加数は 26,000 人であった．保育園を

利用する児童の割合は 3 歳未満児で 22.8％（前年

比 1.1％増），3 歳以上では 41.7％（前年比 0.8％増）

となっている．また，待機児童数も 26,275 人で 

3 年連続の増加となっている1）．

　2 ．保育園における感染症対策

　集団で保育される乳幼児は，特定の感染症に罹

患する頻度が高く，また，薬剤耐性菌に感染する

リスクも高い．保育園における感染の予防と制御

には，�1 　保育職員の個人的な衛生管理と予防接種

状況，�2 　環境衛生，�3 　食品管理，�4 　保育児の年

齢と予防接種状況，�5 　保育児と保育職員の人数の

割合，�6 　施設の物理的空間と機能性，�7 　保育児へ

の抗菌薬投与状況，などあらゆる項目が関与して

くる．

　保育園における細菌，ウイルス，寄生虫，真菌

の伝播様式を理解することも重要である．病原体

の伝播の要因には，病原体の感染経路・感染を起

こす病原体数・環境中での生存度などの病原体の

特徴，不顕性感染またはキャリアの頻度，個々の

病原体に対する免疫などがあげられる．

　感染を受けた保育児は，保育児集団だけでなく，

さらにその家族や地域でも病原体を伝播する．発

症または感染した保育児の管理と感染の蔓延防止

のための方法としては，適切な手洗いによる手指
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衛生の保持，抗菌薬による治療または予防投与，

適切な時期の予防接種，発症または感染した保育

児の施設への出席停止，別の場所での保育（隔離

あるいはコホーティング）などがあげられる．施

設のすべての保育児と職員が年齢に応じた予防接

種と定期的健康診断を受けられる保育プログラム

を作成する必要がある．

Ⅱ．保育園における感染症の現状と対策について

のアンケート調査

　平成 22 年度調査研究事業として日本保育園保

健協議会にて，全国の市町村保育担当課経由で，

傘下の保育園へ感染症対策への取り組みの現状に

ついてアンケート調査を実施した．回答はファッ

クスにて日本保育園保健協議会・事務局で回収し

た．

　全国の確定保育園数 22,933 施設（2009 年 3 月）

に対して，回答数 6,931 件，回収率は 30.2％であっ

た．全国 47 都道府県すべてから回答が得られて

おり，最多は東京都 570 件，最小は佐賀県 46 件

であった．

　1 ．保育保健の専門職

　嘱託医（園医）の診療科目は，内科・小児科の

いずれかがいる園は 73.9％で，小児科医は 51.3％

であった．また，何らかのかたちで看護師が保育

園へ関与している園（巡回などを含む）は 37.2％

で，看護師の関与がない保育園がいまだに 62.8％

も存在していた．また，保健師の関与する園は 

10.3％であり，何らかのかたちで看護師，保健師

が保育園へ関与している園は合わせて 47.0％に

とどまった．

　2 ．感染症対策に対する取り組みについて

　感染症対策ガイドラインの活用状況について

は，「活用したことがある」と回答した園は 84.3％

で，「活用していない」園が 15.7％であった．「感

染症対策ガイドラインを知らない」と回答した園

も 2.6％存在した．

　組織的な取り組みについては，「すでに組織的に

積極的に取り組んでいる」園が 33.0％，「現在組

織的な取り組みを検討中」と答えた園が 67.0％で

あった．組織の名称は「感染症（対策）委員会」

が圧倒的に多く，一方，「特に名称なし」との回答

もかなり多かった．

　組織構成員として，園長は 100％であったが，

保護者（利用者）が入っている組織は少なかった．

　3 ．平成 22 年度都道府県医師会におけるアン

ケート調査

　47 都道府県の医師会に対してアンケート調査

を行い，すべての医師会からの回答を得た．保育

園医部会の組織率について，都道府県のなかに保

育園医部会が組織されているのは 7 医師会

（14.9％）で，21 の医師会（44.7％）では学校医の

組織のなかで保育園医の問題を扱っていた．保育

保健を取り巻く地域連携システムについては，41 

医師会（87.2％）が「ほとんど整っていない」と

回答した．

Ⅲ．日本保育園保健協議会調査研究事業結果にお

ける課題

　1 ．嘱託医について

　嘱託医の診療科目は小児科医が 51.3％であり，

これまでの調査と比較し最も多い結果であった．

保育園の嘱託医には小児科医が最も適していると

考えられているが，これからの時代，保育園に快

く出向き，子どもたちの健康や安全について真剣

に考えてくれる保育保健の専門家を養成し，嘱託

医として契約する時代ともいえよう．

　2 ．看護師の勤務形態

　理想としては，すべての保育園に保育保健の専

門職として看護師・保健師などが常勤し，健康安

全委員会などを組織して運用されるべきである．

　3 ．感染症対策ガイドラインの活用

　2009 年 8 月に発表された「保育所における感染

症対策ガイドライン」は保育園の感染症対策は学

校保健安全法では対処できず，保育園独自の対策

ができないものかと，待望されて作成されたガイ

ドラインである．すべての保育園でガイドライン

の内容についてしっかり研修され，活用されなけ

ればならない．

　4 ．感染症対策への組織的取り組み

　感染症対策に対する組織的な取り組みはほとん

ど整っていない．特に，嘱託医の多くは健診医で

あって，感染症対策のリーダーとしての機能は発

揮されていない現状にある．
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Ⅳ．保育園長へのアンケート調査（足立区 2010 

年度調査）

　2010 年 8 月東京都足立区内の保育園園長に対

し，感染症対策の状況などと 2009 年度の感染症

発症状況についてアンケート調査を行い，2003 年

度に東京都区内の保育園にて実施したアンケート

調査結果と比較検討を行った．アンケートを送付

した 91 施設すべての保育園から回答を得た．保

育園の形態は，区立が 52 施設（57.1％），私立が 31 

施設（34.1％），公設民営が 8 施設（8.8％）であっ

た．園児の年齢別の児童数は 0～2 歳児で 43.2％

を占め，2003 年東京都の調査データとほぼ同等の

分布であった．

　1 ．健康管理担当者

　園児の健康管理担当者の職種は，看護・保健師

が 57.1％と半数以上を占め，2003 年調査時より若

干増えた．保育園の形態別には区立では看護・保

健師の割合が 47.2％と最も低かった（表）．

　2 ．感染症マニュアルの整備

　約 9 割の施設で感染症マニュアルが準備され

ており，全施設が登園許可・禁止の措置は徹底し

ていると回答した．

　予防接種記録表についても約 9 割の施設が作

成していると回答したが，2003 年調査より減少し

ていた．

　3 ．予防接種

　麻疹ワクチンの接種率年齢別の接種率はどの年

齢層でも 2003 年度より高くなっており，2 歳児で

は 95％と高い接種率であった（図 1）．

　なお，予防接種をしていない保育児の保護者へ

の予防接種の推奨については，定期予防接種につ

いては 95.6％の施設で「勧めている」と回答した

が，水痘，おたふくかぜなど任意接種のワクチン

を「勧めている」としたのは 67.0％であり，2003 

年時より若干増えているが，ほぼ同様の傾向で

あった（図 2）．

　職員へのワクチン接種の推奨については，麻疹

の予防接種を「勧めている」と回答した施設が 

67.0％，インフルエンザワクチンの毎年接種を「勧

めている」と回答した施設は 75.8％であった．

2009 年の職員の感染症罹患状況は 74％の施設で

職員が感染症を発症したと回答しており，最も多

いのがインフルエンザで 62 施設（68.1％）であっ

た．

　4 ．情報の活用について

　ガイドラインもサーベイランスも「知らない」

と回答した施設はなかった．ガイドラインを「活

用している」と回答した施設は 83.5％で，サーベ

イランスデータは 95.6％の施設が「活用してい

る」と回答した．
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表　保育園の健康管理担当者の職種～保育園長へのアンケート調査（足立

区 2010 年度調査）～

2003 年
（足立区）

公設民営施設数
（構成比）

私立施設数
（構成比）

区立施設数
（構成比）

施設数
（構成比％）

職種

37
（50.0％）

7
（70.0％）

20
（55.6％）

25
（47.2％）

52
（57.1％）

看護・保健師

36
（48.6％）

2
（20.0％）

11
（30.6％）

27
（50.9％）

40
（44.0％）

保育士

00
1

（2.8％）
0

1
（1.1％）

栄養士

00
2

（5.6％）
0

2
（2.2％）

事務職

1
（1.4％）

1
（10.0％）

2
（5.6％）

1
（1.9％）

4
（4.4％）

その他



Ⅴ．東京小児科医会サーベイランス（肺炎球菌・

インフルエンザ菌の耐性動向）

　小児の呼吸器感染症患者において主治医が起炎

菌と判断した肺炎球菌およびインフルエンザ菌の

耐性度を検討した．分離同定は各施設で契約して

いる検査会社にて行い，薬剤感受性サーベイラン

ス研究会（会長 中浜力）において微量液体希釈法

にて MIC を測定した．測定薬剤および耐性度区分

については同研究会のプロトコールに準じて実

施，解析を行った2）．

　1 ．耐性率の年次変化

　肺炎球菌のペニシリン感受性株〔penicillin－sus-

ceptible Streptococcus pneumoniae（PSSP），PCG≦

0.06μg／ml〕は 16.7％であり，2009 年 17.9％，2008 

年 30.6％から大きく減少し，中等度耐性株〔peni-

cillin－intermediate S. pneumoniae（PISP），0.06＜

PCG＜2μg／ml〕54.9％，耐性株〔penicillin－resis-

tant S. pneumoniae（PRSP），PCG≧2μg／ml〕が 

28.4％と，2009 年 10.7％と 2008 年の 10.2％から

大幅に増加した（図 3）．

　インフルエンザ菌では，2008～2009 年には感受

性株〔β－lactamase negative ABPC－susceptible 

Haemophilus influenzae（BLNAS），ABPC≦1μg／

ml〕は 51.9％から 50.0％と変化はなかったが，

2010 年には 30.4％と大きく減少し，βラクタマー

ゼ非産生 ABPC 耐性インフルエンザ菌〔β－lacta-

mase negative ABPC－resistant H. influenzae

（BLNAR），ABPC≧4μg／ml〕は年々増加傾向にあ

り，2010 年は 41.4％を占めた（図 3）．

　年齢別における耐性度は，いずれの菌も低年齢

層でより耐性度が高い傾向にあった（図 4）．

　2 ．保育園への通園との関係

　2008～2009 年に分離された肺炎球菌とインフ

ルエンザ菌の耐性度を保育園への通園の有無との
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図 2　保護者へのワクチン接種の推奨：保育園長へのアンケート調査（足立区 

2010 年度調査）
a：定期接種ワクチン　b：任意接種ワクチン

図 1　年齢別麻疹ワクチン接種状況：保育園長へ

のアンケート調査（足立区 2010 年度調査）
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相関を検討したところ，いずれも通園ありで高い

耐性率を示したが，統計的な有意差は認められな

かった（図 5）．

　武内らは保育児について経時的に上咽頭培養を

行い，肺炎球菌およびインフルエンザ菌の保菌状

況とその耐性度を検討した結果，入園直後には 

50％の保育児から菌が検出されず，入園 2 カ月後

にはすべての園児が両菌あるいは単独に菌を保有

しており，半年後には 90％以上が両菌を保有して

いたと報告している5）．

　そこで，われわれも 2010 年 4 月に保育園に入

園した 0 歳児において，肺炎球菌，インフルエン

ザ菌の耐性動向を経時的に検討することとした．

本調査に同意の得られた都内保育園 4 施設で，

2010 年 5～7 月，8～10 月の 3 カ月の間にそれぞ

れ検診を行った 24 名の園児の鼻腔の肺炎球菌と
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図 4　肺炎球菌・インフルエンザ菌の年齢別耐性度：東京小児科医会サーベイランス
a：肺炎球菌　b：インフルエンザ菌

図 3　耐性度年次推移：東京小児科医会サーベイランス
a：肺炎球菌　b：インフルエンザ菌
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インフルエンザ菌の保菌状態と耐性度の推移を検

討した．肺炎球菌は耐性度が進んでいたが，イン

フルエンザ菌は保菌率も耐性度も改善していた

（図 6）．

　入園前あるいは入園直後の 4 月に検討できな

かったため比較はできないが，5 月健診の段階で

すでに鼻腔への保菌が多いという結果であった．

　また，検査時にすでに抗生物質が投与されてい

る園児が 15 例（62.5％）を占め，系統別にはセフェ

ム系が 42％と最も高く，次いでマクロライド系

が 31％であった．これらが耐性度に影響を与えて

いるかについて，薬剤投与時期と菌分離時期など

を精査して継続し検討したい．

Ⅵ．提言Ⅰ「ガイドラインの活用について」

　1 ．保育園におけるガイドライン作成の背景

　保育園における感染症対策ガイドラインは，

2006 年に足立区医師会保育園部と足立区保育課

において「足立区保育園登園基準」を作成したこ

とに始まる．これを元に，財団法人こども未来財

団にて 2007 年「保育園における感染症の手引き」

が作成され，厚生労働省保育課からも 2009 年「保

育所における感染症対策ガイドライン」が発表さ

れた．日本保育園保健協議会で「保育園における

感染症の手引き Ver 2」が 2010 年に発表され，今

後も 3 年ごとの改訂が予定されている．
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　これまでは，保育園での感染症対策も学校保健

安全法に準じた登園基準で対応してきた．しかし，

保育児は学童に比べて抵抗力が弱く，予防接種も

未完了な乳幼児がおり，集団で過ごす時間が長い，

などの特徴があることから，独自のきめ細かい感

染症対策の指針が望まれ，保育園独自のガイドラ

インが作成された．ガイドラインを作成する目的

は，感染症に対する正しい知識を保育所関係者に

もってもらうこと，そのうえで保育所における感

染症対策を徹底することにある．

　ガイドラインを受けて保育園が対応すべきこと

としては，�1 　保育所内の感染症対策委員会の設置

（看護師の設置の推奨），�2 　市町村感染症対策委員

会の設置，�3 　保護者向け感染症対策手帳の作製・

配布，�4 　医療機関向け感染症対策のしおりの作

製・配布，�5 　感染症サーベイランスの設置など感

染症対策を推進する環境作りと保護者，職員など

への教育・意識を高める啓発活動などがあげられ

る．

　2 ．登園基準

　登園禁止の措置は，本人の身体の保養のためだ

けでなく，感染を拡大させないために必要な措置

であり，登園基準を徹底することは重要な感染対

策である．ガイドラインにおける登園するための 

2 大前提として，�1 　感染力が低下して，登園して

も集団発生などにつながらない，�2 　子どもの状態

が，毎日の集団生活に支障がないところまで回復

している，があげられる．すなわち，登園基準と

は，登園可能となった保育児から他の保育児へ感

染を 100％防ぐための基準ではなく，感染させる

危険がかなり少ないと判断される場合であり，職

員，家族が納得できると思われる基準でなければ

ならない．

　登園・登校の許可については，感染症の種類に

よって，感染力の強い時期や潜伏期間などが異な

り，感染症の特性や患者それぞれの状態ごとに，

出席停止期間を決める必要がある．感染症の種別

によっては医師の診断に基づいた登園許可書の提

出を徹底させるべきである．足立区では登園基準

を徹底させるために，区医師会・自治体などが中

心となって，登園許可証の統一化と書類作成の無

料化を図っている．

　また，登園基準を徹底する一方で，それに伴う

就業保護者の看護のための休職による経済的，社

会的問題などについても配慮が必要であろう．

Ⅶ．提言Ⅱ「予防接種の接種率向上」

　ウイルスに有効な薬はわずかであり，ワクチン

接種による予防は最も重要な感染症対策である．

健康診断などを活用して，必要とされているワク

チンの予防接種の確認を行い，保護者に対して予

防接種の必要性を説明し，理解を求め，未接種者

には特別の理由がない限りワクチン接種を勧め

る．

　特に保育園においてはチェックリストを作成

し，予防接種歴や感染歴の管理をすることが望ま

しい．職員の予防接種歴の確認も重要である．職

員の採用時には，健康状態の確認とともに各種予

防接種歴，感染症の罹患歴も必ず確認する．麻疹・

風疹・水痘・流行性耳下腺炎などに罹ったことが

ない職員には予防接種を受けることを勧め，イン

フルエンザの予防接種も毎年積極的に接種するよ

う指導する．短期間の教育実習生も，各種予防接

種歴と感染症の罹患歴を必ず確認する．

　わが国の制度では，予防接種は定期予防接種と

任意予防接種に分けられており，任意予防接種は，

国が勧めている予防接種（定期接種）に比べれば

病気としての程度はやや軽く，社会的な重要性も

やや低く，国として広く接種を勧めていないもの

である．そのため認知度も低く，ともすれば「接

種しなくてもよい予防接種」との間違った認識が

なされている．

　しかし，WHO では，B 型肝炎，Hib，小児用肺

炎球菌ワクチンについては罹患した時の重症度か

ら，どんなに貧しい国でも「国の定期接種に入れ

て，国民を守るべき」と勧告しており，先進国に

おいては，流行性耳下腺炎と水痘もこれに準ずる

とされている．

　日本は欧米に比べてワクチンの恩恵を受けてお

らず，先進国のなかにあって「ワクチン後進国」

とも揶揄されている．

　任意予防接種の接種費用が自己負担であること

も，接種率の低下につながっていると思われる．

予防接種率を向上するため，任意予防接種の定期

2011



接種化あるいは保険適用など，行政をも巻き込ん

だ制度改革が必要と思われる．

　海外ではルーチンに行われている同時接種も，

日本においては消極的であるが，今後，接種率を

向上させるためには同時接種を勧めていく必要が

あると思われる．その一方で，同時接種を勧める

にあたっては，その効果と安全性を検証しなけれ

ばならない．東京小児科医会では「乳幼児早期予

防接種の安全性に関する調査研究」として，乳幼

児に接種するワクチン（DPT，BCG，ポリオ，ヒ

ブ，肺炎球菌ワクチン）について，同時接種時を

含めたその安全性を調査する予定である．

Ⅷ．提言Ⅲ「サーベイランスの活用」

　乳幼児や小児が集団で生活する保育園では，イ

ンフルエンザ，麻疹や水痘などの小児感染症が起

きやすい．保育園は感染症の感染増幅機関となり

得るため，そこから社会へと拡大する可能性もあ

る．感染症が広がれば，多数の園児が感染症に罹

患し本人の健康に影響が及ぶばかりでなく，欠席

者が増える事態を招く．そうなれば子どもたちの

最善の利益を守り，子どもたちを心身ともに健や

かに育てるという保育園の責任を果たすことが困

難になる．さらに，園内のスタッフや園児家族に

感染が移り，社会活動にも影響が及ぶことも考え

られる．これらの施設における感染症の流行状況

を把握し，対策をたてることが極めて重要である．

　感染症の発症動向を迅速かつ正確に情報を把握

することが重要であり，特に大規模な流行が危惧

される感染症については，集団的な発生を迅速に

把握する必要がある．情報の多くは保健所や公的

機関，地区医師会などのホームページ上で公開さ

れているので活用すべきである．

　2010 年国立感染症研究所感染情報センターに

おいて保育園サーベイランスを立ち上げた．保育

園欠席者や発熱・頭痛など，症状別に発症者の情

報を収集するシステムであり，記録・連携・早期

探知を一元化した新しいリアルタイムサーベイラ

ンスとして注目されている．今後も，さらに活用

しやすく，参加しやすい，継続しやすいサーベイ

ランスの構築が望まれる．

ま　と　め

　以上 3 点について提言した．第一にガイドライ

ンの活用について，保育園において感染症ガイド

ラインはほぼ整備されているが，その実行性をあ

げる工夫が必要であり，具体的には，�1 　保育施設

に看護師を導入するなど環境を整備する，�2 　登園

基準の明確化と厳守のための仕組みを作ることを

提言した．次に，予防接種の強化として，保護者・

職員の意識の向上と任意接種の定期接種化など行

政を巻き込んだ対応をあげた．第 3 に，活用しや

すく，参加しやすいサーベイランスシステムの構

築について取り上げた．この他にも，抗菌薬の適

正使用，すなわち，不必要な抗菌薬の排除と有効

な抗菌薬のガイドラインに基づいた使用（高用

量・短期間治療）についても考えていかなければ

ならない．

　子どもたちが毎日集団で生活をしている保育園

において，感染症対策は最重要課題であり，感染

症対策抜きでは安全な生活は保障されない．園児

たちがより健康で安全な保育園生活を過ごせるよ

う今後も普及・啓発活動を続けたい．
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